
都道府県労働局長 殿 

基 登第 0512003 号 

職 登簿 0512001 号 

平成 15 年 5 月 12 日 

厚生労働省労働基準局長 

( 公印省略 ) 

厚生労働省職業安定局長 

( 公印省略 ) 

平成 15 年度覚国人労働者問題啓発月間について 

外国人労働者対策については、 職業安定行政においては、 「職業安定行政における 外国 

人 労働者問題への 対応について」 ( 平成 2 年 6 月 1 日付 け 職務第 264 号 ) に基づき、 事業 

主等への指導、 求職者等に対する 適切な対応、 不法就労に係る 実効あ る対処等に努めて 

いるところであ り、 また、 労働基準行政においては、 外国人労働者の 適正な労働条件及 

び安全衛生の 確保対策を推進しているところであ る。 

平成 5 年度から政府全体として 6 月を「覚国人労働者問題啓発月間」と 位置付けてお 

り 、 厚生労働省においても、 同月間中に事業主等を 始め広く国民一般に 対して外国人労 

働者問題についての 啓発指導を行 う こととしているところであ る。 

ついては、 本年度についても、 厚生労働省において、 別添のとおり「平成 15 年度覚国 

人労働者問題啓発月間実施要領」 ( 以下「要領」という。 ) を定め、 全国的な啓発・ 指導 
等を展開することとしたので、 貴職におかれても、 要領に基づき、 各都道府県労働局の 

実情に即した 積極的かっ効果的な 活動を展開されたい。 

   
 

 
 



(mlJ 添 ) 

平成 15 年度「覚国人労働者問題啓発月間」実施要領 
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2  実施期間 

平成 15 年 6 月 1 日 ( 日 ) から 6 月 30 日 ( 月 ) までの 1 ケ肩 とする。 
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4 標 語 

「覚国人労働者の 適正な雇用・ 労働条件の確保と 不法就労の防止に 理解と協力を」 

5  実施事項 

㈲ 中央で実施する 事項 

ア 広報活動の実施 

月間における 活動の趣旨について、 記者発表を行 う ほか、 厚生労働省関係広報 

誌を活用すること 等により、 国民一般に対する 広報活動を行 う 。 

イ ポスター・パンフレットの 作成 

月間のポスターを 作成するとともに、 我が国政府の 外国人労働者受入れに 関す 

る基本方針、 外国人雇用に 係る留意点についての 事業主向けパンフレットを 作成 

する。 

ウ 事業主団体等への 協力要請 

主要な事業主団体等を 通じ、 傘下団体・会員企業等に 対して、 外国人労働者問 

題 に関する積極的な 周知・啓発への 協力を求める。 

特に、 「覚国人雇用状況報告制度」の 一層の周知を 図るため、 主要な事業主日 

体 等に協力を要請する。 

また、 不法就労の防止に 関しては、 法務省及び警察庁と 合同で、 主要な事業主 

団体等に対し、 説明及び要請を 行 う 。 

エ 関係機関への 協力要請 

関係機関及びそれら 機関を通じて 関係団体等に 対し、 本月間中のポスタ 一の 掲 

示 、 パンフレットの 配布等、 本月間実施に 係る協力を要請する。 

(2)  地方で実施する 事項 

ァ 広報活動の実施 

都道府県労働局、 労働基準監督署及び 公共職業安定所は、 適宜広報資料を 作成 
し 地方公共団体等の 広報誌の活用及び 報道機関への 協力依頼等による 広報活動を 

，づ行フ 。 

イ ポスタ一の掲示・パンフレットの 配布 

都道府県労働局、 労働基準監督署及び 公共職業安定所は、 施設内にポスターを 

掲示するとともに、 事業主団体、 関係機関等に 対してその掲示の 協力を求める。 
また、 パンフレットを 施設内に配置し、 事業主を中心に 配布する。 

ウ 事業主団体等を 通じた周知、 啓発及び協力要請 
都道府県労働局、 労働基準監督署及び 公共職業安定所ほ、 事業主団体等を 通じ 




